
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅及び農家
住宅が混在する住宅地域

池原停350 m

沖縄市市街地のほぼ北端に位
置する既成住宅地域

基準方位北　　　
５ｍ市道

池原停南東方350 m

県内経済は拡大傾向が続いていたが、新型コロナの影響により急速に
悪化し厳しい状況に転じた。当市の人口は増加傾向。

街路条件や居住環境がやや劣る既成住宅地域でも堅調な需要が見られ
たが、コロナ禍において先行き不透明感が強まっている。

個別的要因に変化はない。

当該地域は一般住宅のほか農家住宅や畑等も混在する既成集落地域であるが、沖縄市内の堅調な住宅需要に伴い
徐々に土地利用度が高まっていくものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

近隣地域内にはアパート等の収益物件は少なく、取引も自用目的がほとんどであり賃貸市場が未成熟であるため、収益
価格は求め得なかった。比準価格は、比較可能な事例が少数であったが適切に試算されたものと判断する。そこで、指
定基準地並びに類似地域内の地価公示標準地との検討をも踏まえたうえで比準価格を妥当と判断して鑑定評価額を上記
のとおり決定した。

同一需給圏は、概ね沖縄市北部及び隣接するうるま市具志川地区の住宅地域と判定した。需要者の中心は同市居住者の
ほか隣接市町村からの転入者も見られる。民間による中・小・ミニ宅地分譲が見られる一方で住宅地需要も高かったが
、コロナ禍にあってやや弱さも見られる状況。土地は２００～３００㎡で９００～１２００万円程度が需要の中心とな
るがばらつきが大きい。新築戸建物件の取引は極めて少ないがおよそ３５００万円程度が需要の中心となっている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) － 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 伴　清敬

ＢＡＮ鑑定所

令和 2 7 6

令和 2 7 20

（その他）

沖縄市池原１丁目４７０番外
｢池原１－９－１０｣

378

1.5：1 ＲＣ 2

南東5 m

市道

水道、

下水

（都） 
(70,200)

50 100 100 35 戸建住宅地

24 15 360 ほぼ長方形

（都） 
(70,200)

戸建住宅地 方位                          +2.0

38,800

／

／

／

令和 2 31,000

14,700,000 38,800

□ □■

50,800

うるま 4

100.0

101.0 132.1

102.0
38,800

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

0.0

+4.0

+27.0

0.0

0.0

うるま(県) 11

26,500

101.1

100.0 71.0

102.0
38,500

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-1.0

-8.0

-22.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
37,700

+2.9



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅、共同住宅のほ
か空地も見られる区画整
然とした住宅地域

宮里中学校前停330 m

特にない 基準方位北　　　
６ｍ市道

宮里中学校前停　南東
方
330 m

　県内景気は、新型コロナウイルス感染症の影響による観光関連産業
の不振で後退している。当市の人口は増加傾向で推移している。

　区画整理済みの住宅地域であり、需要は根強いがコロナ禍により買
い控えが見られるなど地価水準は横ばいで推移している。

　適正規模の整形地で、最有効使用との関連においても市場競争力は
同程度である。個別的要因に変動はない。

　区画整理済みの低層住宅地域として熟成しつつあり、今後とも閑静な住環境を維持するものと見込まれる。市
場優位性は高いがコロナ禍による買い控えから、地価水準は横ばい傾向で推移するものと予測される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　比準価格は、周辺類似地域より自用目的等で取引された信頼性の高い事例より求めたものである。一方、標準地の画
地条件の制約や昨今の建築費高騰などから土地価格に見合う経済合理的な共同住宅の想定は困難であり、収益価格は低
めに試算された。従って、居住快適性が重視される住宅地域であることに鑑み、市場性を反映した比準価格を採用して
、収益価格を参考程度に止め、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

　同一需給圏は、沖縄市内の区画整理地区等の区画整然とした住宅地域の圏域である。需要者の中心は当市居住者であ
るが、近隣市町村からの転入者も見られる。コロナ禍にあっても低金利を背景とした住宅需要の高まりから区画整理地
域にあっては需要は依然根強い。市場の中心価格帯は、土地２００㎡で総額２，２００万円程度、中古戸建住宅で２，
５００万円程度、新築戸建住宅の販売は高値感から木造住宅を中心に低調で市場滞留期間の長期化が見られる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) － 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　 － 2 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士  仲本　徹            

株式会社　国土鑑定センター

令和 2 7 3

令和 2 7 14

（その他）

沖縄市字古謝上原１０７３番２
｢古謝津嘉山町８－１７｣

196

1：2 ＲＣ 2

北西6 m

市道

水道、

下水

（都） １低専
(50,100)

80 80 150 120 低層住宅地

10 20 200 長方形

（都） １低専
(50,100)

低層住宅地 方位 0.0

113,000

15,700

／

／

令和 2 91,000

22,100,000 113,000

□ □

□ □

□ □

■
109,000

+3.7



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅のほか畑
地も見られる既成住宅地
域

比屋根停300 m

沖縄市市街地のほぼ南東端に
位置する既成住宅地域

基準方位北　　　
４ｍ市道

比屋根停北西方300 m

県内経済は拡大傾向が続いていたが、新型コロナの影響により急速に
悪化し厳しい状況に転じた。当市の人口は増加傾向。

街路条件や居住環境がやや劣る既成住宅地域でも堅調な需要が見られ
たが、コロナ禍において先行き不透明感が強まっている。

個別的要因に変化はない。

当該地域は畑や未利用地も見られる住宅地域であるが、沖縄市内の堅調な住宅需要に伴い土地利用度が高まって
いくものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

建築費高騰の中、画地条件等から合理的な賃貸住宅の想定は難しく収益価格は低廉に求められた。近隣地域内の取引は
自用目的が中心で、また収益性よりも快適性が重視される住宅地域であるため収益価格は参考にとどめる。比準価格は
規範性の高い事例を中心に把握されており、補修正や要因比較も適切になされたと思料する。そこで指定基準地並びに
類似地域内の地価公示標準地との検討を踏まえた上で比準価格を妥当と判断して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、概ね沖縄市内の住宅地域と判定した。需要者の中心は同市居住者のほか隣接市町村からの転入者も見ら
れる。民間による中・小・ミニ宅地分譲が見られる一方で住宅地需要も高かったが、コロナ禍にあってやや弱さも見ら
れる状況にある。土地は１８０㎡前後で１２００万円程度、新築戸建物件の取引は少ないがおよそ３６００万円程度が
需要の中心となっている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) － 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　 － 3 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 伴　清敬

ＢＡＮ鑑定所

令和 2 7 6

令和 2 7 20

（その他）

沖縄市比屋根６丁目１４９番
｢比屋根６－７－３０｣

293

1：1.2 ＲＣ 2

北東4 m

市道

水道、

下水

（都） 
(70,200)

35 50 40 60 低層住宅地

14 18 250 ほぼ長方形

（都） 
(70,200)

低層住宅地 方位                          0.0

48,600

11,200

／

／

令和 2 39,000

14,200,000 48,600

□ □■

72,100

沖縄 5

100.0

102.0 145.3

100.0
48,600

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

+2.0

+4.0

+37.0

0.0

0.0

沖縄(県) 5

75,000

108.5

100.0 167.6

100.0
48,600

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+1.0

+5.0

+58.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
45,700

+6.3



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅及び共同住宅が
建ち並ぶ区画整然とした
住宅地域

山内中学校前停270 m

特になし 基準方位北６ｍ市
道

山内中学校前停北西方
270 m

景気回復の兆しが見られ、地価は令和２年２月までは上昇傾向が続い
ており、以降は新型コロナの影響により横這基調となっている。

区画整理住宅地で需要増加から地価は令和２年２月までは上昇傾向が
続いており以降は新型コロナの影響により横這基調となっている。

特になし。

近隣地域は、戸建住宅地としての使用が標準的使用で、今後も現状維持で推移していくものと思料される。地価
水準は、新型コロナの影響により横這基調で推移していくと予想される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

間口等の好条件に限定してアパートの収益物件も見られるが、殆どが保有資産の活用で合理的な賃貸市場は成立してい
ない。居住の快適性を求める低層の住宅地域にあって、標準的画地規模であれば自己使用目的の取引が支配的であり、
収益性は取引に当たって指標とならないので、収益価格は試算しなかった。よって、代替性を吟味して求められた市場
性を反映した比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需要圏は、沖縄市を中心として、隣接する市町村も圏域とする。需要者は地緑者を主とするが、本島のほぼ中間に
位置することから広範囲に通勤圏をカバーしており、このため市外からの転入者もある。全般的に地価は令和２年２月
までは上昇基調にあり、以降は新型コロナの影響により、横這基調となっている。中心となる価格帯は、規模にもよる
が土地は２，８００万円前後の物件が需要の中心である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) － 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　 － 4 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 島袋　寛盛

株式会社沖縄不動産総合鑑定所

令和 2 5 7

令和 2 7 4

（その他）

沖縄市南桃原３丁目３３番７
｢南桃原３－３３－１２｣

218

1：1.5 ＲＣ 2

南東6 m

市道

水道、

下水

（都） １低専
(50,100)

100 100 100 100 戸建住宅地

12 18 216 長方形

（都） １低専
(50,100)

戸建住宅地 方位 +2.0

120,000

／

／

／

令和 2 94,000

26,200,000 120,000

□ □

□ □

□ □

■
114,000

+5.3



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い区
画整然とした住宅地域

照屋入口停350 m

特にない 基準方位北　　　
５ｍ道路

照屋入口停　　　　　
北東方
350 m

コロナ感染症の終息を期待しつつも、経験のない状況に様子見、不安
感により不動産市場は混沌としている。

コロナ禍にあって住宅購入者の動きの鈍化を懸念し、業者の土地の仕
入れ値は慎重になることは確実視されており、上昇幅縮小。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は、低層住宅地としての使用が標準的使用で、今後も現状維持で推移していくものと思料される。コロ
ナ禍による市場の混沌、不安感から、地価水準は、上昇幅縮小で推移していくと予測される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

賃料相場が土地建物価格に呼応して形成されていないため収益価格は低位に試算された。居住の快適性を求める住宅地
域にあって、標準的画地規模であれば自己使用目的の取引が支配的であり、収益性は取引に当たって指標とならないの
で、収益価格は参考に止めた。よって、市場性を反映した比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、沖縄市を中心として、隣接する市町村も圏域とする。需要者は地縁者を主とするが、本島のほぼ中間に
位置することから広範囲に通勤圏をカバーしており、このため市外からの転入者もある。全般的に環境面の良好な地域
では地価は底堅い。しかし、コロナ禍による購入意欲の減退が懸念されており、業者の仕入れ値も慎重を期している。
中心となる価格帯は、規模にもよるが土地は１，７００万円前後の物件が需要の中心である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) － 5

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　 － 5 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 玉那覇　兼雄

㈱鑑定ソリュート沖縄

令和 2 6 24

令和 2 7 20

（その他）

沖縄市宮里３丁目３０５番２
｢宮里３－１４－１２｣

203

1：1 ＲＣ 2

北西5 m

道路

水道、

下水

（都） １住居
(60,200)

50 150 200 50 低層住宅地

13.5 14.5 200 長方形

（都） １住居
(60,200)

低層住宅地 方位                          0.0

81,400

25,500

／

／

令和 2 65,000

16,500,000 81,400

□ □

□ □

□ □

■

■

75,000

沖縄 1

81,400

+8.5 0.0



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅のほかアパート
等も見られる既成住宅地
域

美里小学校前停310 m

コザ十字路から北西方の旧来
からの住宅地域

基準方位北　　　
５ｍ市道

美里小学校前停南西方
310 m

県内経済は拡大傾向が続いていたが、新型コロナの影響により急速に
悪化し厳しい状況に転じた。当市の人口は増加傾向。

街路条件や居住環境がやや劣る既成住宅地域でも堅調な需要が見られ
たが、コロナ禍において先行き不透明感が強まっている。

個別的要因に変化はない。

当該近隣地域は、旧来からの一般住宅地域として今後とも特に大きな変化はなく、現在の住環境を維持するもの
と予測する。住宅需要には堅調なものがあり地価は上昇傾向にあるが、足元では先行き不透明感も見られる。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

建築費高騰の中、画地条件等から合理的な賃貸住宅の想定は難しく収益価格は低廉に求められた。近隣地域内の取引は
自用目的が中心で、また収益性よりも快適性が重視される住宅地域であるため収益価格は参考にとどめる。比準価格は
規範性の高い事例を中心に把握されており、補修正や要因比較も適切になされたと思料する。そこで指定基準地並びに
類似地域内の地価公示標準地との検討を踏まえた上で比準価格を妥当と判断して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、概ね沖縄市内の住宅地域と判定した。需要者の中心は同市居住者のほか隣接市町村からの転入者も見ら
れる。民間による中・小・ミニ宅地分譲が見られる一方で住宅地需要も高かったが、コロナ禍にあってやや弱さも見ら
れる状況にある。土地は１８０㎡前後で１２００万円程度、新築戸建物件の取引は少ないがおよそ３６００万円程度が
需要の中心となっている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) － 6

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　 － 6 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 伴　清敬

ＢＡＮ鑑定所

令和 2 7 6

令和 2 7 20

（その他）

沖縄市越来３丁目７３１番１
｢越来３－１５－１０｣

238

1：1 ＲＣ 2

西5 m

市道

水道、

下水

（都） １中専
(60,200)

30 40 90 90 低層住宅地

14 15 210 ほぼ長方形

（都） １中専
(60,200)

低層住宅地 方位                          0.0

64,200

15,300

／

／

令和 2 52,000

15,300,000 64,200

□ □■

61,300

沖縄 8

99.5

102.0 93.5

100.0
64,000

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

+1.0

-1.5

-6.0

0.0

0.0

沖縄(県) 5

75,000

108.5

100.0 127.0

100.0
64,100

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+27.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
61,600

+4.2



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅及び農家
住宅が混在する既成住宅
地域

古謝停150 m

特になし 基準方位
東３．５ｍ市道

古謝停北東方150 m

景気回復の兆しが見られ、地価は令和２年２月までは上昇傾向が続い
ており、以降は新型コロナの影響により横這基調となっている。

区画整理住宅地で需要増加から地価は令和２年２月までは上昇傾向が
続いており以降は新型コロナの影響により横這基調となっている。

特になし。

近隣地域は、戸建住宅地としての使用が標準的使用で、今後も現状維持で推移していくものと思料される。住宅
需要があり地価水準は令和２年２月以前は上昇基調で以降は新型コロナの影響により横這基調となっている。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

間口等の好条件に限定してアパートの収益物件も見られるが、殆どが保有資産の活用で合理的な賃貸市場は成立してい
ない。居住の快適性を求める低層の住宅地域にあって、標準的画地規模であれば自己使用目的の取引が支配的であり、
収益性は取引に当たって指標とならないので、収益価格は試算しなかった。よって、代替性を吟味して求められた市場
性を反映した比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需要圏は、沖縄市を中心として、隣接する市町村も圏域とする。需要者は地緑者を主とするが、本当のほぼ中間に
位置することから広範囲に通勤圏をカバーしており、このため市外からの転入者もある。全般的に地価は令和２年２月
までは上昇基調にあり、以降は新型コロナの影響により、横這基調となっている。中心となる価格帯は、規模にもよる
が土地は１，８００万円前後の物件が需要の中心である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) － 7

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　 － 7 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 島袋　寛盛

株式会社沖縄不動産総合鑑定所

令和 2 5 7

令和 2 7 4

（その他）

沖縄市古謝１丁目３１番
｢古謝１－１１－１８｣

317

台形

1.2：1 ＲＣ 2

東3.5 m

市道

水道、

下水

（都） 
(70,200)

210 110 30 170 戸建住宅地

19 17 320 台形

（都） 
(70,200)

戸建住宅地 方位                          +1.0

44,200

／

／

／

令和 2 36,000

14,000,000 44,200

□ □

沖縄(県) 5

75,000

108.5

100.0 186.3

101.0
44,100

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+5.0

+5.0

+69.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
43,000

+2.8



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅のほか未利用地
等が介在する住宅地域

松本第二団地入口停
100 m

特記すべき事項はない。 基準方位北　　　
４．８ｍ市道

松本第二団地入口停　
北西方
100 m

沖縄市の人口は増加しており潜在的な宅地需要が強い。新型コロナ感
染症による先行きへの不安感が不動産市場へ影響を与え始めている。

バス停に近く利便性が認められる住宅地であるが、地域特性に特に変
化はない。

価格に影響する個別的要因は、方位（南西）であり、日当たりの関係
で市場性が若干向上する。

沖縄市の住宅地は、昨年度は全体的に上昇傾向が顕著であったため、当該地域の地価も同様に上昇していたが、
今年に入り新型コロナウイルス感染症の影響から地価は若干下落している。年間では、緩やかな上昇である。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、沖縄市内の事情補正の無い既成住宅地の取引価格に適切な補修正を行ったものであり、市場実態を反映し
実証的で規範性が高いと判断する。建築費が高いため収益価格が低位に留まり価格判定の指標足り得ないと判断される
ため収益還元法の適用は断念した。本件では比準価格を採用し、指定基準地との検討を踏まえ鑑定評価額を上記のとお
り決定した。

同一需給圏は、市内の既成住宅地等。主たる需要者は、住宅の購入を目的とする中間所得者層と判断した。近隣地域は
、昨年までは地価の割安感から顕著な上昇を見せていたものの、今年に入り新型コロナウイルス感染症の影響から取引
は低調になり下落基調に変化した。しかし、昨年分の上昇幅が大きいため年間を通しては上昇となっている。価格帯は
、６８，０００円／㎡前後が需給の中心であり、総額では２，０００万円前後、面積は３００㎡前後となっている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) － 8

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　 － 8 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 大嶺　克成

株式会社まるい鑑定所

令和 2 6 30

令和 2 7 20

（その他）

沖縄市松本４丁目２５３番２
｢松本４－１７－１６｣

365

1：1 ＲＣ 2

南西4.8 m

市道

水道、

下水

（都） １中専
(60,200)

40 110 80 60 低層住宅地

19 19 360 ほぼ正方形

（都） １中専
(60,200)

低層住宅地 方位                          +1.0

67,900

／

／

／

令和 2 55,000

24,800,000 67,900

□ □

沖縄(県) 5

75,000

108.5

100.0 121.1

101.0
67,900

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+0.5

+20.5

0.0

0.0

□ □

□ □

■
65,000

+4.5



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅のほかア
パート等が見られる既成
住宅地域

照屋入口停700 m

道路の雑然と配置された既成
住宅地域

基準方位北　　　
４．３ｍ市道

照屋入口停　南西方700
 m

　県内景気は、新型コロナウイルス感染症の影響による観光関連産業
の不振で後退している。当市の人口は増加傾向で推移している。

　熟成した既成住宅地域であるが、コロナ禍により買い控えが見られ
るなど地価は横ばい傾向で推移している。

　適正規模の整形地で、最有効使用との関連においても市場競争力は
同程度である。個別的要因に変動はない。

　低層住宅地域として熟成しており、地域環境に大きな変化はなく今後とも現状を維持するものと見込まれるが
、コロナ禍による買い控え等地価水準は横ばい傾向で推移するものと予測される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　比準価格は、周辺類似地域より自用目的等で取引された信頼性の高い事例より求めたものである。一方、共同住宅も
介在するが、昨今の建築費高騰などから土地価格に見合う経済合理的な共同住宅の想定は困難であり、収益価格は低め
に試算された。従って、居住快適性が重視される住宅地域であることに鑑み、市場性を反映した比準価格を採用して、
収益価格を参考程度に止め、指定基準地との秤量的検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

　同一需給圏は、沖縄市内の既成住宅地域の圏域である。需要者の中心は当市居住者であるが、近隣市町村からの転入
者も見られる。低金利を背景とした住宅需要の高まりから、小規模な分譲地や中古物件の取引が見られる。市場の中心
価格帯は、土地２５０㎡で総額１，５００万円程度、中古戸建住宅で２，５００万円程度、新築戸建住宅の販売は、高
値感から木造住宅を中心に低調で市場滞留期間の長期化が見られる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) － 9

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　 － 9 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士  仲本　徹            

株式会社　国土鑑定センター

令和 2 7 3

令和 2 7 14

（その他）

沖縄市照屋４丁目３０６番１
｢照屋４－２０－１０｣

343

1：1.2 ＲＣ 1

北西4.3 m

市道

水道、

下水

（都） １中専
(60,200)

60 100 120 160 低層住宅地

16.5 20 300 ほぼ長方形

（都） １中専
(60,200)

低層住宅地 方位 0.0

63,400

18,000

／

／

令和 2 52,000

21,700,000 63,400

□ □

沖縄(県) 5

75,000

108.5

100.0 128.5

100.0
63,300

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+1.0

+6.0

+20.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
61,000

+3.9



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い区
画整然とした住宅地域

泡瀬三区入口停230 m

特にない 基準方位北　　　
５ｍ市道

泡瀬三区入口停　　　
南東方
230 m

コロナ感染症の終息を期待しつつも、経験のない状況に様子見、不安
感により不動産市場は混沌としている。

コロナ禍にあって住宅購入者の動きの鈍化を懸念し、業者の土地の仕
入れ値は慎重になることは確実視されており、上昇幅縮小。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は、戸建住宅地としての使用が標準的使用で、今後も現状維持で推移していくものと思料される。コロ
ナ禍による市場の混沌、不安感から、地価水準は、上昇幅縮小で推移していくと予測される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

自己使用の戸建住宅で占められた低層の戸建住宅地域にあって、収益物件は皆無に近く賃貸市場は成立していないため
、収益価格は試算しなかった。よって、指定基準地との検討を踏まえて、代替性等を吟味して求めた市場性を反映した
比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、沖縄市を中心として、隣接する市町村も圏域とする。需要者は地縁者を主とするが、本島のほぼ中間に
位置することから広範囲に通勤圏をカバーしており、このため市外からの転入者もある。全般的に環境面の良好な地域
では地価は底堅い。しかし、コロナ禍による購入意欲の減退が懸念されており、業者の仕入れ値も慎重を期している。
中心となる価格帯は、規模にもよるが土地は１，０００万円前後の物件が需要の中心である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) － 11

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　 － 11 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士  玉那覇　兼雄        

㈱鑑定ソリュート沖縄

令和 2 6 24

令和 2 7 20

（その他）

沖縄市泡瀬５丁目１５７７番８
｢泡瀬５－１０－３０｣

156

1.5：1 ＲＣ 2

北東5 m

市道

水道、

下水

（都） １低専
(50,100)

90 90 180 170 戸建住宅地

15 10 150 ほぼ整形

（都） １低専
(50,100)

戸建住宅地 方位                          0.0

59,900

／

／

／

令和 2 50,000

9,340,000 59,900

□ □

沖縄(県) 5

75,000

108.5

100.0 139.2

100.0
58,500

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+5.0

+30.0

+2.0

0.0

□ □

□ □

■
57,000

+5.1



周辺は畑、原野のほかに墓地も多くみられる宅地見込地であるが、徐々に市街化が進みつつある。昨年は、宅地
価格の上昇が顕著であったため、宅地見込地の価格も上昇していたが今年は横ばいとなっている。

別記様式第７ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番

③形状

①範囲　　　　

④土地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
　況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

(5)鑑定評価の手法

(7)試算価格の調整
　 及び鑑定評価額
　 の決定の理由

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

道

路

②地積（㎡）

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

控除法　　

比準価格　

控除後価格

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

　接近の状況

　来予測

　況

(8)

公
示
価
格
を
規
準

①標準地番号

－

公示価格

円／㎡

標

行政

その他

地⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地の規準
　修正 　補正 　因の比

　較　　
　要因の
　比較

　価格
（円／㎡）

100

100 100

100

［

］

［

［ ［

］

］

］

円／㎡

②変動率

％

画地 交通

環境

行政

その他

と

し

た

価

格

(9)

対
象
基
準
地
の
前
年
　

標
準
価
格
か
ら
の
検
討

①対象基準地の検討

　前年基準地　　新規

前年標準価格

年間

価

格

形

成

要

因

の

変

動

状

況

③

宅造

　 因

比準価格は、市内で生起した宅地見込地の事例を基に求めたものであり、市場性を反映し実証的な価格である。控除法
による価格は、開発業者の投資採算性に着目した価格であり、開発想定図面を沖縄県の開発指導要綱に準拠して作成し
多くの項目を慎重に査定したものであるが想定要素の誤差が生じやすい手法である。本件では、比準価格を重視し、開
発法による価格を比較考量するとともに一般的要因の動向も考慮して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

畑 既成住宅地域に近接し、
畑や墓地も多く見られる
熟成度中位の地域

美里小学校前停1.2 ㎞

特記すべき事項はない。 接面道路なし 美里小学校前停　　　
南西方
1.2 ㎞

沖縄市の人口は増加しており潜在的な宅地需要が強い。新型コロナ感
染症による先行きへの不安感が不動産市場へ影響を与え始めている。

周辺において、徐々に宅地開発が進みつつあるが、墓地が多いことで
開発を妨げている面がみられる。

価格に影響を与える個別格差は特にない。

当該土地に工作物又は立木等がなく、かつ、使用収益を制約する権利の存しないものとしての鑑定評価

(6)市場の特性 同一需給圏は、沖縄市内の熟成度が中位の宅地見込地と判断した。主たる需要者は、県内外の開発業者であると思われ
る。沖縄市の宅地は昨年まで顕著に上昇傾向にあったため宅地見込地も緩やかながら上昇過程にあった。今年に入り新
型コロナウイルス感染症の影響から横ばいになり、１年を通してみると若干の上昇となった。宅地見込地の取引価格は
ばらつきが大きく１０，０００円／㎡台から３０，０００円／㎡台まで様々であり需給の中心は見出しにくい。

準
化
補
正

域
要
因

年 月 日

年 月 日(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月](１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

年 月 日

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

宅地見込地-1

日提出年 月

沖縄(県) －3 1

１㎡当たりの価格鑑定評価額 円 円／㎡

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

   の適用

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　3 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 大嶺　克成

株式会社まるい鑑定所

令和 2 6 30

令和 2 7 20

（その他）

沖縄市八重島３丁目１１３５番 1,070

不整形

2：1   － 

（都） １低専
(50,100)

180 150 50 200 畑

25 40 1,000 不整形

（都） １低専
(50,100)

転換後、造成後は戸建住宅地 ない

20,400,000 19,100

□ □■

18,800

+1.6

18,100

20,600



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

事務所兼住宅 国道沿いに飲食店、美容
室等の小規模小売店舗が
建ち並ぶ商業地域

越来郵便局前停80 m

国道３２９号沿道の旧来から
の商業地域

１８ｍ国道 越来郵便局前停南東方
80 m

県内経済は拡大傾向が続いていたが、新型コロナの影響により急速に
悪化し厳しい状況に転じた。当市の人口は増加傾向。

繁華性の劣る地域だが、主要幹線沿いの土地には希少性が認められる
。

個別的要因に変化はない。

当該近隣地域は、当面は現在の環境を維持するものと予測する。小規模な建物が多く旧態依然としているが、幹
線道路沿道の宅地需要には堅調なものがある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　近隣地域には賃貸用建物は少なく店舗等の新規出店も乏しい。また賃貸契約の個別性による賃料の幅が大きいため適
正な賃料水準が見出し難い。そのため収益価格の信頼性は劣る。比準価格は、比較可能な事例が少数であったが規範性
の高い事例を中心に把握されており、補修正や要因比較も適切になされたものと思料する。従って比準価格を標準とし
収益価格は参考として指定基準地並びに類似地域内標準地との検討をも踏まえて鑑定評価額を上記の通り決定した。

　同一需給圏は、概ね沖縄市内の商業地域と判定した。特に幹線道路沿道商業地域との関連性が強い。需要者は法人事
業者が中心だが小規模物件では個人事業者も見られる。市内商業用地の需要は高まっていたが、新型コロナの影響によ
りやや弱さも見られる状況に転じている。同一需給圏内の民間取引は少なく、価格帯もまちまちであるため需要の中心
となる価格帯は見出せなかった。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) －5 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　5 － 1 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 伴　清敬

ＢＡＮ鑑定所

令和 2 7 6

令和 2 7 20

（その他）

沖縄市美里１丁目３３２番５
｢美里１－６－６｣

156

1：1.5 ＲＣ 2

南西18 m

国道

水道、

下水

（都） 商業
(80,400)
防火

(100,400)

35 65 90 110 低層店舗兼住宅地

11 14 150 ほぼ長方形

（都） 商業
(100,400)
防火

低層店舗兼住宅地 ない

75,800

41,500

／

／

令和 2 61,000

11,800,000 75,800

□ □■

88,600

沖縄 5 4

100.0

102.0 115.1

100.0
75,500

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

0.0

-0.5

+18.0

-2.0

0.0

沖縄(県) 5 2

110,000

105.5

100.0 153.0

100.0
75,800

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+53.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
73,800

+2.7



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼共同住宅 県道沿いに各種店舗が建
ち並ぶ路線商業地域

美原一丁目停200 m

低層店舗が増加しつつある商
業地

１８ｍ県道 美原一丁目停　　　　
北東方
200 m

沖縄市の人口は増加しており潜在的な宅地需要が強い。新型コロナ感
染症による先行きへの不安感が不動産市場へ影響を与え始めている。

建物の利用状況が、店舗兼共同住宅を主体とする地域であったが、低
層店舗（飲食系）が徐々に多くなりつつある。

価格に影響を与える個別格差は特にない。

うるま市との境界付近に位置する商業地域であり、建物の形態が店舗兼共同住宅から低層の飲食店舗に移行しつ
つある。昨年後半は一般的要因の影響から顕著な伸びを見せたが、今年は若干の下落で年間では上昇となった。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、市内の路線商業地域及び普通商業地域等の取引事例に、適切に補修正や比較を行って得たものである。重
視した事例は、幅員３０ｍの県道沿いに存する更地の取引であり規範性が高い価格が得られた。収益還元法は、近年の
建築費上昇により元本と果実の乖離が生じ、低位に止まったため参考に止めた。本件においては、比準価格を採用し、
一般的要因の分析を踏まえ鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、市内の商業地の内、概ね価格帯が中位の地域である。主たる需要者は、店舗等を建築する目的の県内外
の法人等と目される。当該地域は、路線商業地に多い低層店舗が増加し市場性が高まり、昨年まで価格はかなり上昇し
ていた。今年は、新型コロナウイルス感染症の影響から地価がやや下落したが、年間では上昇となっている。中心とな
る価格帯は、１１６，０００円／㎡前後、総額では５，０００万円前後と判断される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) －5 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　5 － 2 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 大嶺　克成

株式会社まるい鑑定所

令和 2 6 30

令和 2 7 20

（その他）

沖縄市字美里平田原１３２７番３
｢美里仲原町１－８｣

464

1.2：1 ＲＣ 3

北西18 m

県道

水道、

下水

（都） 近商
(80,300)
準防

(90,300)

50 100 120 60 低中層店舗・事務所兼共同住宅地

23 20 460 長方形

（都） 近商
(90,300)
準防

低層店舗地 ない

116,000

32,800

／

／

令和 2 93,000

53,800,000 116,000

□ □

□ □

□ □

■
110,000

+5.5



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼共同住宅 中低層の店舗兼共同住宅
、飲食店等が混在する商
業地域

園田停100 m

特にない １１ｍ市道 園田停西方100 m

　県内景気は、新型コロナウイルス感染症の影響による観光関連産業
の不振で後退している。当市の人口は増加傾向で推移している。

　商業地需要は回復しつつあったがコロナ禍による客足の減少や先行
き不透明感などにより地価水準は横ばい傾向でにある。

　角地により利便性の効用が認められるため、市場競争力はやや優る
。個別的要因に変動はない。

　低層の店舗、事務所兼住宅等の見られる商業地域としての現状を維持するものと見込まれる。コロナ禍の影響
による客足の減少から商況は低迷しており、地価は横ばい傾向に推移するものと予測される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　比準価格は、周辺類似地域より自己利用や転売目的等で取引された事例より求められたものである。一方、敷地規模
が小さく経済合理的な賃貸物件の想定の制約及び昨今の建築費高騰からは、適正な賃料水準を見出し難く収益価格は低
位に求められたものである。従って、比準価格を採用して、収益価格を参考程度に止め、指定基準地との秤量的検討を
踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

　同一需給圏は、市内における普通商業地域の圏域である。需要者の中心は、県内で小売業やサ－ビス業を営む個人及
び法人事業者が中心である。相対的値頃感から、中心市街地の商業地需要は回復しつつあったがコロナ禍による客足の
減少や先行き不透明感などにより商業投資は足踏み状態にある。市場の中心価格帯は、規模がまちまちで取引事情が異
なるため見いだし難い。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) －5 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　5 － 3 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士  仲本　徹            

株式会社　国土鑑定センター

令和 2 7 3

令和 2 7 14

（その他）

沖縄市上地２丁目１１９０番２
｢上地２－２１－１９｣

160

1：1.5 ＲＣ 3

南西11 m

市道、

北西側道

水道、

下水

（都） 商業
(80,400)
防火

(100,400)

30 100 30 70 低層店舗兼共同住宅地

11 15 165 長方形

（都） 商業
(80,400)
防火

低層の店舗兼共同住宅地 角地 +3.0

96,000

38,100

／

／

令和 2 76,000

15,400,000 96,000

□ □

沖縄(県) 5 2

110,000

105.5

100.0 123.4

103.0
96,900

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

+26.0

-3.0

0.0

□ □

□ □

■
91,800

+4.6



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼共同住宅 中規模の小売店舗、店舗
兼共同住宅等が見られる
近隣商業地域

桃山停近接

特記すべき事項はない。 １６ｍ市道 桃山停　　　　　　　
北西方
近接        

沖縄市の人口は増加しており潜在的な宅地需要が強い。新型コロナ感
染症による先行きへの不安感が不動産市場へ影響を与え始めている。

従来から人気のある「ももやま通り」沿いの商業地であるが、地域要
因に特に変化は見られない。

価格に影響する個別的要因は、角地がある。

当該地域は沖縄市において発展傾向が強く人気も高いエリアであり、昨年まで地価上昇が顕著であったが、今年
に入り新型コロナウイルス感染症の影響から後半の動向は若干の下落となった。１年間の動きは上昇となった。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、市内の路線商業地域及び普通商業地域等の取引事例に、適切に補修正や比較を行って得たものである。重
視した事例は、地域格差が小さく取引時点が新しいものであり規範性が高い価格が得られた。収益還元法は、建築費が
高止まりしており元本と果実の乖離が生じ、価格判定の指標足りえないと判断し適用を断念した。本件では、比準価格
を採用し、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、沖縄市内の商業地の内、概ね価格帯が中上位の地域である。主たる需要者は、店舗兼共同住宅等を建築
する目的の県内外の法人及び個人と目される。当該地域は、市場性が高い地域であり昨年は価格がかなり上昇していた
。今年は、新型コロナウイルス感染症の影響から市場性が低下し下落に移行したものの、年間では上昇となっている。
中心となる価格帯は、１２８，０００円／㎡前後、総額では６，０００万円前後と判断される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) －5 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　5 － 4 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 大嶺　克成

株式会社まるい鑑定所

令和 2 6 30

令和 2 7 20

（その他）

沖縄市南桃原４丁目２０番３
｢南桃原４－２０－１１｣

438

1.5：1 ＲＣ 3

北東16 m

市道、

南側道

水道、

下水

（都） 近商
(80,200)
準防

(90,200)

50 60 120 200 低層店舗兼共同住宅地

24 18.5 440 長方形

（都） 近商
(90,200)
準防

低層店舗兼共同住宅地 角地                          +3.0

128,000

／

／

／

令和 2 100,000

56,100,000 128,000

□ □

沖縄(県) 5 2

110,000

105.5

100.0 94.3

103.0
127,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+0.5

-1.5

-8.0

+3.5

0.0

□ □

□ □

■
122,000

+4.9



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼住宅 各種小売店舗、飲食店が
建ち並ぶ商業地域

胡屋停270 m

アーケード付商業地 １８市道 胡屋停北東方270 m

　県内景気は、新型コロナウイルス感染症の影響による観光関連産業
の不振で後退している。当市の人口は増加傾向で推移している。

　コロナ禍による外出自粛要請による客足の減少で商況は低迷してお
り、地価水準は横ばい傾向でにある。

　三方路により利便性の効用が認められるため、市場競争力はやや優
る。個別的要因に変動はない。

　アーケード付の普通商業地域として熟成しており、当面は現状を維持するものと見込まれる。飲食店舗も多く
コロナ禍による収益性への影響から、地価水準は横ばい傾向で推移していくものと予測される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　比準価格は、周辺類似地域より自己利用や転売目的等で取引された事例より求められたものである。一方、敷地規模
がやや小さく経済合理的な賃貸物件の想定の制約及び昨今の建築費高騰からは、適正な賃料水準を見出し難く収益価格
は低位に求められたものである。従って、比準価格を採用して、収益価格を参考程度に止め、指定基準地との秤量的検
討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

　同一需給圏は、市内における普通商業地域の圏域である。需要者の中心は、県内で小売業やサ－ビス業を営む個人及
び法人事業者が中心である。相対的値頃感から、中心市街地の商業地需要は回復しつつあったがコロナ禍による客足の
減少や先行き不透明感などにより商業投資は足踏み状態にある。市場の中心価格帯は、規模がまちまちで取引事情が異
なるため見いだし難い。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

沖縄(県) －5 5

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

沖縄(県)　5 － 5 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士  仲本　徹            

株式会社　国土鑑定センター

令和 2 7 3

令和 2 7 14

（その他）

沖縄市中央３丁目１６２０番８
｢中央３－１４－１｣

168

1：2 ＲＣ 2

南西18 m

市道、

三方路

水道、

下水

（都） 商業
(80,400)
防火

(100,400)

50 110 80 100 低層店舗兼住宅地

9 18 170 長方形

（都） 商業
(80,400)
防火

低層店舗兼住宅地 三方路 +3.0
セットバック -3.0

75,200

28,300

／

／

令和 2 63,000

12,600,000 75,200

□ □

沖縄(県) 5 2

110,000

105.5

100.0 150.4

99.9
77,100

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+1.0

+1.0

+52.0

-3.0

0.0

□ □

□ □

■
74,400

+1.1


